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　皆さん、こんにちは。日本経済新聞の後藤
でございます。半素人の私が中国のエネルギ
ー ・環境問題を語るというのは、非常に何か
おこがましい気がするのですけど、日ごろ考
えている私見を述べさせていただきたいと思
います。一部、ご納得いかない点もあるかと
思うのですけれども、あえて議論を巻き起こ
すという意味でも、少し極端なことも言いた
いと思います。よろしくお願いいたします。
　皆さんご存じのように、今日からサ ミット
が始まったわけですけれども、今日だけでは
なく、明日も非常に重要な日であります。と
いうのは、明日はちょうど北京オリンピック
1カ月前 ということで、まだ世の中には 「北
京オリンピックは本当にできるのか」という
判言半疑の気持ちもあるのですけれども、い
よいよ1カ月になるということで、中国にと
ってももちろんそうですが、日本にとっても
世界にとってもエポックメーキングな出来事
になるというふうに思います。
　というような状況の中での、中国と口本を
めぐるエネルギー環境問題 というのを、ビジ
ネスに比較的近づけた視点からお話ししたい
と思います。まず、今の中国のエネルギー問
題を見るときに、私が非常に重要だと思って
いる六つの点について概観 したいと思いま
す。
　これは当たり前のことですけれども、中国
のエネルギーというのはとにか く巨大な需要
を生んでいるということであります。巨大な
需要ということは、すなわち、世界に大きな
影響を与えているということであります。ま
ず、…次エネルギーというのは全く加工しな
い、生の形のエネルギーということでありま
すけれども、これの消費量でいうと中国は今、
世界第2位 であります。アメリカが トップ。
世界で占める割合はアメリカが21.3%です
けれども、中国は今16.8%の第2位、日本は
4.7%ということで、日本の存在はアメリカ
の5分の1近 くにすぎず、一次エネルギーで
見るとあまり大きくはありません。中国はこ
れからどんどん増えて、恐 らくアメリカを抜
くのは確実だろうと思います。
　その一次エネルギーの中でも細分化 してい
くと、幾つかに分かれてまいります。特徴的
なのは石炭の比重が依然圧倒的に大きいとい
うことでして、中国の一次エネルギー消費の
70%が石炭で占められています。世界の中で
中国は1力国で世界の4割、41.3%の石炭を
使っているという圧倒的なナンバーワン消費
国であります。アメリカも石炭の資源量が非
常に豊富ですし、いまだにたくさんの石炭を
使っておりますけれども、それでももう2割
を切っている。日本に至っては4%弱 という
ことであります。
　一方、石油について言うと、中国はアメリ
カに次ぐ第2位の石油消費国になっており世
界 シェアは9.3%。後ほどお話 しますけど、
この9.3%という数字が実は重要な意味を持
っておりまして、この数字を覚えておいてい
ただければと思います。 トップのアメリカは
23.9%、日本は5.8%であります。
　そして天然ガス。これもこれか ら先、非常
に大きな問題になってくるところであります
けれども、中国は天然ガスの消費量で見ると
まだ世界の第10位、2%強 を使っているに
過 ぎません。これに対して、アメリカは世界
の5分の1以上の天然ガスを使っています。
これは国産、あるいは隣接したカナダ、メキ
シコからの輸入が多いという要因がありま
す。最近はLNGの輸入も増えているという
ことですけれども、アメリカはあらゆるソー
スから天然ガスを調達 して使おうとしてい
る。日本の天然ガスは主にLNGの形で輸入
していますが、世界の3%以 上も使っていま
す。
　原子力については、中国は世界的に見ると
まだ出遅れた存在でありまして、原子力の発
電電力量は世界第8位 で、シェアで見ると
2.3%に過ぎません。世界最大の原子力発電
国はアメリカでありまして、2番目がフラン
ス、3番目が日本ですけれどもアメリカ、口
本に比べると中国はまだ非常に小さい。一方、
水力発電。これは自然エネルギーの代表的な
ものであ りますけれども、これについて言う
と、非常に開発が進んでいる。発電電力量で
いうと世界第1位。世界の水力発電の15.4%
を占めており、アメリカのシェアの2倍、 日
本の5倍以上ということであ ります。この水
力に関して言えば最近完成 した三峡ダム、長
江の中流域につくりました三峡ダムのよう
に、1カ所で2000万キロワット近い発電能
力を持つ巨大な発電所もあります。
　中国の巨大な需要というものを概観した
ら、今のような数字になるということですが、
もテ.つの特徴は、急激に伸びているという
ことであります。1次エネルギーで見ますと、
この10年、過去10年との比較で93.8%増
ということは、ほぼ倍増したということです。
あれだけ大きな国のエネルギー消費が2倍 に
なっているということが、地球にどれぐらい
大きな負担になっているか、需要の面でどれ
ほど大きな影響を与えているかということは
容易に想像がつきます。
　そうはいっても、中国は依然としてエネル
ギーに関しては自給率が非常に高い。先ほど、
1次エネルギーの消費の70%は石炭だという
ふうに申し上げましたけど、この70%の石
炭はほぼ完全に自給できているということで
あ ります。これから先を見ると鉄鋼原料の原
料炭、ここについては輸入に頼らざるを得な
い部分も出てくるとは思いますけれども、火
力発電等の燃料としての石炭は、まだまだ長
期問、自給できる可能性が高いとみていいで
52 AIBSジャー ナル 　No.2
しょう。
　石油も半分近 くは国産、大慶油田とか渤海
湾とか内陸の新彊、タリム盆地、こういった
ところの油田を中心に半分は国産ですけれど
も、 ・方、輸入原油がどんどん増えていると
いうことで、これは輸入依存度が高まってい
るということが大きな懸念材料、これも世界
に大きな影響を与えているということです。
　4番目。一方で、1次エネルギーの70%を
石炭が占めているという状況に対して、やは
りこれは大きな問題だというのが胡錦濤政権
の認識であ りまして、脱石炭を進めようとし
ています。ただし、ここについて言うと、エ
ネルギーの需要の伸びのスピー ドに脱石炭の
政策的な対応が追いつかず、 ミスマ ッチを起
こしています。そのため、結果的には石炭消
費の絶対量は増えているということになって
しまっています。
　この脱石炭を進めなければいけない最大の
理由は、環境と物流の制約にあります。窒素
酸化物とかさまざまな大気汚染物質が出ると
いうことと、二酸化炭素の排出、これが非常
に大 きな問題で、これについては、中国は真
剣に取り組まざるをえなくなっています。
　5番目、LNGの輸入。先ほどガスは主にま
だ国産だということもちょっとお話 しました
けれども、天然ガスについては今、四川省だ
とか新彊ウイグル、陳西省、甘粛省、あの辺
りで主に出て、それをパイプラインで持って
きて沿海部で使うという構造になっておりま
す。ただ、沿海ではLNGの輸入を増やそう
という動きも出ています。
　例えば、既に広東省にあるLNGの基地と
いうのは、2年前に運転を始めていまして、
既に火力発電とか都市ガス用に使われていま
す。現在、福建省と上海でもLNGの受け入
れターミナルが建設中であります。そのほか
LNGの受け入れターミナルのプロジェク ト
というと、これはもう漸江省、江蘇省、遼寧
省の大連、華北省、山東省の青島、あと広東
省、珠海とか海南島とか、ありとあらゆると
ころにLNGのプロジェク トがあると言って
いいわけで して、これか ら先、中国がLNG
輸入を増やすのは間違いありません。それが
世界のガスマーケットに大 きな影響を与える
のも間違いありません。
　6番目。これが一番注目を集めているとこ
ろでもあるのですけれども、中国が とにかく
各地で資源確保に動いています。特に油に関
して言うと、日本の政策をそのまま真似した
ような形で 「五星紅旗原油」、つまり日本の
「日の丸原油」 と同じで、自主開発油田を増
やそうと海外各地で権益を獲得 しています。
そうした油田、ガス田への投資が世界の警戒
心をかき立てているということであります。
　以上の6点が、中国のエネルギー需要の大
きく見たとき、概観 したときのポイントにな
るかと思います。
　ここで話がややそれるのですけれども、こ
ういうエネルギー需要の伸び、巨大なエネル
ギー需要が世界に影響を与えるようになった
原因そのものをたどってみると、これはもう
言うまでもないことですが、中国の経済成長
が高成長を続けてきたということでありま
す。その高成長がどういうふうに進んできた
かというのを、これも振り返 りながら考えて
みたいと思います。
　中国とかインドが経済発展のどのレベルに
いるかということを考えるときに、一番わか
りやすいのは日本の過去を振 り返ることであ
りまして、日本のどの辺りにいるんだろうな
というのをおぼろげながら考えると、想像が
付きやすい。
　日本の戦後の経済発展の起点は、言うまで
もなく終戦の年、1945年であります。今 日
は、63年たった2008年になっているわけで
すが、では中国の経済成長の起点はどこだっ
たかというと、別に新中国の1949年ではな
いというのは多くの方が認識されていること
だと思います。言うまでもなく、中国の経済
成長の起点になったのは改革開放政策の始ま
った1978年であります。
　ついでなが らインドに関して言うと、1991
年のNEP、新経済政策だろうというのも多
くの方に同意していただける話ではないかと
思います。この中国の78年を起点にして今、
中国の経済発展段階をどこに見るかというこ
とですが、これは非常に単純な計算ですけれ
ども、改革解放の78年から今年はちょうど
30年目であります。今年の冬には改革開放
30周年ということで、いろんな記念のイベン
トとかもあると思いますけれども、ちょうど
30年を迎えたということは、日本の戦後史の
上に乗せれば、1945年か らプラス30すれば
いいということで、1975年の日本を振 り返
れば、今の中国とほぼ同じ水準といえるので
はないかというのが私の仮説であります。ち
なみにインドは17年足せば、1945プラス17
ですから、1962年ぐらいの日本ではないか
というのが私の感覚であります。
　 この話とエネルギーがかかわってくるとい
うのは、実は75年の日本 と今の中国という
のは、置かれた国際的な経済環境というのが
非常に似ているわけであります。言うまでも
なく75年の日本というのは、1973年10月
に起きた第1次石油危機、それに伴う原油価
格の高騰、さまざまな物価上昇、インフレー
ションの狂乱物価の中にあったわけでありま
す。
　今の中国を見ると、ほとんど同じような状
況にあると。原油価格の急騰、それに伴う狂
乱物価。3月 の消費者物価指数(CPI)が
8.7%までいった後、少し落ち着いてきては
いますけれども、中国の経済の中に極めて高
いインフレ圧力があるというのは間違いない
事実であります。
　こうしますと、75年の日本と今の中国とい
うのは実によく似ているということが言える
と思います。先ほど今の中国の世界の石油消
費に占めるシェアが9.3%と申し上げました
が、実は75年の日本の世界に占める石油消
費のシェアも92%であります。
　つまり世界の石油需要ということで言え
ば、当時の日本と今の中国はほとんど同じよ
うな重要性を持っていた、比重を持っていた
ということであります。今、日本の石油消費
量のシェアは5.8%ですから、このときより
はるかに落ちてしまったわけであります。い
ずれにせよ、当時の日本と今の中国が同じよ
うなシェアを持っている。
　これはどういう意味を持つかというと、単
に数字上の一致ということではないと思いま
す。1973年の第1次石油危機、これは幾つ
も要因がありましたけれども、根底のトリガ
ーになった需給関係の要因は、恐 らく日本が
大きな役割を果たしてしまったということで
あります。日本の経済成長に伴って、石油消
費が伸びる。それが世界の原油需給をひっ迫
させ、その上にOAPEC、　OPECの対応が
あったということであります。
　今の中国も過去十数年、石油の消費量を急
速に伸ばしてきて、世界の石油需給の関係を
大きく変えてしまった。その上で今のいろん
な原油価格の高騰、資源高騰が起 きていると
いう意味では、日本が70年代、中国が2007、
8年の時代に世界の資源高騰の トリガーにな
ってるという共通性があると思います。
　こういう状況の中で日本と中国の関係を見
ると、こう整理できると思います。一つは、
日本はエネルギー需要が横ばい状態から、こ
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れからは減る。人口も減 り始めましたけど、
石油など様々な需要が減る日本。一方、伸び
る中国。こういう対称であります。需要が減
る日本が元気がなくて駄目かというと、決し
てそんなことはないわけでして、エネルギー
とか資源の消費を減らせる国というのは偉大
な国であるわけであります。
　いつまでもエネルギーとか原料の、素材の
消費量が多い国というのは、経済が高度化で
きてないということですから、決してこれは
中国にとってハ ッピーなことではありませ
ん。経済成長の過程とはいえ、いかにこのエ
ネルギーの需要を抑制していくかということ
が、中国にとっては大きな課題でもある。日
本はそれを非常にうまくこなしてきて、高度
な経済基盤を持っているということが言える
わけであります。
　先ほど世界に中国が資源確保に出て、それ
が警戒心をかき立てているという話をしまし
たけど、そういう資源確保という面で見ると、
口本と中国というのはほとんど同じことをや
っている。日本が70年代にやったことを今、
中国がやっていると言っていいと思います。
　ただ、日本は既に1950年代にアラビア石
油がサウジクエートの中立地帯沖のカフジ油
田を開発 したように、もうそこから半世紀の
歴史があるわけであ ります。海外で油田開発
するということに関して言えば、戦後だけで
も半世紀の歴史を持っています。これに対し
て、中国はたかだか90年代に入ってから海
外、南米から始まって中東、アフリカ、中央
アジァと油田開発を進めてきたわけでありま
すけれども、キャリアの面では日本のほうが
はるかに長い経験を持っているということで
あ ります。
　そういう面で、 日本では中国のそういう動
きに対して警戒心が強いですけど、それは鏡
に映った昔の自分を見ているのと同じだと思
えばいい。一方、もちろん日本にとって中国
というのはエネルギー源その ものであ りま
す。長期貿易取り決めによって、 日本は大慶
原油の輸入を長らく続けてまいりました。最
近はス トップしてしまいましたけれども、石
炭の輸入は依然として続いている。これも少
し量が減ってきてはいますけれども、いずれ
にせよ日本というのは、中国でエネルギーを
調達していたんだということを思い出す必要
があるということであります。
　日本と中国が資源確保 ということで競合す
るのは、実は石油とLNGだけでして、すべ
54 AIBSジャー ナル 　No.2
ての面で競合してるという見方はちょっと行
き過ぎだと思います。それも権益取得で本当
に競合 しているのは、例えばリビアだとかご
く一部の地域で、おおむねすみ分けが進んで
いる。オース トラリアのLNGについては、
一部競合 している面もあ りましたけれども、
いずれにせよ全面的に競合 しているわけでは
ないということを認識する必要があると思い
ます。
　日本の省エネ技術、これは後ほどお話しま
すけど、こっちのほうでは非常に日本の先進
性というのは際立っていると。エネルギーの
確保と省エネというのはほとんど同じであり
まして、省エネ技術が進めば、海外に油田を
確保するのと同じ意味があるわけです。コス
トの面で見ると、 もっと大 きな意味があるわ
けであります。ですから、口本が省エネ技術
で先進的だということは、海外に資源を確保
しているのと同じような意味を持っていると
いうことを認識する必要があります。これを
全体的に言えば、 口本と中国のエネルギーを
めぐる関係 というのは競合領域が小 さくて、
補完領域のほうが大きいだろうということで
あります。
　最近、中国のエネルギーが混乱 していると
かいうことは、認識されつつあることですけ
れども、それに対 して極端な意見では、中国
のエネルギーが混乱 したほうが日本の安全保
障につながるというような意見を持つ人もい
ますけれども、これはとんでもない間違いで
ありまして、中国のエネルギー安定は日本の
利益になる。特にビジネスにおいては、全 く
そうだということを認識する必要があるので
はないかと思います。
　2003年ごろから、中国の沿海部で電力不
足というのが渠刻化 しておりまして、現地に
進出してる日本企業の工場の操業が、いろん
な意味で影響を受けています。輪番停電や、
5月か ら8月までぐらいの季節は供給制限、
半分とか3分の2ぐ らいしか電力が来ないと
か、いろいろなことがあります。これは結果
的に言うと、進出日本企業の工場の稼働率を
低下させて、事業採算を悪イヒさせているわけ
で、非常に深刻な問題であります。
　 もともと中国に進出した日本企業というの
は、コス トが安いということを前提にしてい
ます。1年間365日、24時間操業ということ
もいとわないということで工場をつ くったわ
けですけど、これが週のうち1日か2日休め
とか、そう言われてしまうと、もうそれだけ
で事業採算が大幅に狂ってしまうわけであり
ます。ただでさえコス トが上がっている中国
で、このエネルギーの不安定さ、電力の供給
不安 というのは、ますますコス トアップ要因
になってきていると言っていいと思います。
　 また中国の中では、ガソリンが高騰してい
るわけであります。そのガソリン高騰は、日
本の自動車メーカーにとって非常に有力な市
場になっている中国での売 り上げに、大きな
打撃になってくる。もちろんアメリカ車に比
べたら燃費の良さで人気は出てくると思いま
すけれども、相対的には中国のモータリゼー
ションが遅れれば、日本の自動車メーカーに
とっては打撃だろうというふうに思います。
　中国の中ではそれほど深刻化していません
けれども、アジア各国においては、エネルギ
ーが不安定になる、石油価格が引き上げられ
たり供給不足が起きたりすると、暴動とか社
会混乱が起 きやすいわけであります。実際、
インドネシァ、タイ、フィリピンでは、今回
もガソリン値上げで暴動が起 きてお ります。
そういうことが起きると、日本企業の操業に
も影響しますし、日本の商品の売 り上げにも
影響するわけでして、そういう面でも、エネ
ルギー安定は中国にとっても日本にとっても
重要だということであります。
　また、中国が供給不足を懸念してパニック
で石油やガスを国際マーケットで買いあされ
ば、これはもう本当にまた原油価格をさらに
押 し上げる、またLNG価格を暴騰させる種
にもなるわけで、そういう面でも日本は中国
のエネルギー安定を望んだほうが、自分たち
の利益にもなるということであります。
　では、どういうところで日本と中国がエネ
ルギーの協力ができるのか ということです
が、大きく言って資源確保、安定調達という
側面と、安定調達にかかわってくることです
けれども、備蓄というところで協力の可能性
が大 きいのではないかというふうに思いま
す。
　資源確保のところでこれから重要なキーワ
ー ドになるのは、「消費国連合」 ということ
であります。今、石油輸出機構、OPECが再
び力を強めてきている。また、ロシアとかイ
ランとか カタール とか、こういうガスの
LNG、天然ガスの輸出国が 「ガス版OPEC」
をつくろうという動きも見せているわけであ
ります。そういう産油国とか産ガス国の連合
がカルテルカを強める中で、消費国が足を引
っ張り合って買いあさっていたら、ますます
産油国、産ガス国を利するだけであって、日
本と中国のように非常に巨大な消費国は、お
互いに連合を組んだほうがよほど得をするわ
けであります。
　例えば、一つの考え方では共同調達。ある
プロジェクトに対して共同で、例えば権益を
奪い合って買い上げるのではなくて、一緒に
入って分け合うというようなことも一つのや
り方でしょうし、例えば調達の際に船を一緒
に運航するとか、さまざまなスキームが考え
られると思います。一方、石油ガスの開発で
も、共同で取り組める余地があるのではない
か。
　実際、日中韓、韓国まで含めて考えると、
実は日韓関係で言えばエネルギー協力という
のは着実に進みつつあって、例えば日本の電
力会社と韓国のガス会社がLNGの調達で一
時的に玉のスワップをすることも起 きていま
す。また、日本と中国の間では、石油会社は
需要構造の違い、 日本は重油はあんまり需要
がなく、中国では重油の消費力紳 びていると
いうことで、日本の重油を中国に輸出する、
これは委託精製という形でもあ りますけれど
も、 日本と中国の需要構造の違いを利用した
製品のやり取りということも行われているわ
けで して、協力する余地が実は非常に大きい
のではないかと思います。
　2番目の点で備蓄 ということにおいては、
さらに大 きな可能性を秘めていると思いま
す。中国は、原油の備蓄制度 というのを今、
急速に進めつつあります。第10次5力年計
画の中で、4つの原油備蓄基地というのをつ
くるということを表明しまして、今その建設
が進んでいて、一部のところでは原油のタン
クインも進んでいるということであります。
ここで重要なことは、日本の中には国家備蓄、
民間備蓄を合わせるとトータルで5100万キ
ロリットルもの原油の備蓄があります。輸入
量の100日分ぐらいある計算です。特徴的な
のは、日本では全国に分散 してたくさんの備
蓄基地があるということです。
　 これだけ見ると、日本はよくこんなにつく
ったなと思いますけど、別の見方をすると、
日本には原油備蓄基地の好適地がたくさんあ
ったということです。原油備蓄の好適地とい
うのはどういうところかというと、例えば仮
に地上のタンクで言えば、非常に重いタンク
を置いてもしっかりした岩盤があるというこ
と。それが海のそばであるということ。その
岩盤の固いところに大きなタンカーが入 り込
むほど、喫水の深い海があるということ。港
湾がつ くれるということ。こういう条件を備
えていなければいけないわけですけれども、
これが意外に難 しい条件であるということで
あります。
　日本は川がたくさんあって、堆積平野もた
くさんあるわけですけれども、基本的に言う
とそれほど大きな大平原があるわけではあり
ませんし、大河川があるわけでもありません。
これに対 して中国は黄河、長江、珠江等々、
大変大きな河川があって、その流域に沿海部
も平野が発展 したわけであります。従って、
中国の海岸はほとんど遠浅な海岸ということ
です。海岸線は長いけれども遠浅で、なかな
か深水港、喫水の深い港が少ないために、原
油備蓄基地を建設する好適地がないという問
題があるわけです。
　私 も、中国の中で原油備蓄基地というのに
取材に行ったことがあります。上海沖の舟山
列島のCNPCの原油備蓄基地でしたけれど
も、そこを見に行きました。意味するのは中
国には沖合の島みたいなところしか、岩盤が
固いとか喫水が深いとかいう条件を満たさな
いわけで、中国は原油備蓄基地をつ くるのが
非常に難しいということであります。
　もう一つ日本は、実は国家備蓄といっても
非常に多様な方法でやっているわけであ りま
す。よく見慣れた地上のタンクだけではなく
て、地下の岩盤にドームをつ くってその中に
入れてしまう。つまり地下タンクというか、
自然の岩盤の中にタンクをつくる。あとタン
カーのような船をつくって、湾の中に置いて
お く。白島とか上五島とかがそうですけれど
も、こういう方式もあります。日本は非常に
多様な備蓄の方法を持っていると。これは技
術的にも非常に先進的だということでありま
す。
　こういうことを総合すると日本は中国に対
して、備蓄についていろんな協力ができるの
ではないか。例えば日本の備蓄基地の一部の
タンク容量を貸し出すとか、日本の備蓄の技
術を供与するとかそういう協力の方法がある
と思います。それぞれがビジネスのチャンス
になるだろうというふうに私は考えておりま
す。
　次に省エネの問題ですが、これは環境 と裏
腹ですけれども中国に対するビジネスは今や
中国で作 り、輸出するという段階から、中国
で作 り、中国で売る段階に入っているという
ことでありまして、省エネ技術についても中
国で売れる段階に来ていると思います。
　例えばビルの冷暖房、空調をとってみても、
日本の場合、最近建設された大きなビルのほ
とんどはコジェネレーション(熱電併給)に
なっているわけでありまして、発電しながら
温水をつ くって利用するとか、いろいろな形
でエネルギーの利用効率を高めているわけで
すけれども、中国のビル、あるいは東南アジ
ァもそうですけれども、ほとんどのビルはや
はり電気で冷房 してしまうとか、ダイレクト
にやって、多 くのエネルギーを無駄にしてい
ます。
　そういうコジェネレーションとか、ビルの
省エネ技術等々、日本が中国側に供与できる
ものは非常に多いのではないかと思います。
ただし、中国ビジネスのポイントはまず知財
を守りながら、いかに利益を確保するかにな
ります。また技術を簡単に渡してしまっては、
模倣品がすぐ出てしまうということで、知財
をいかに守りながらやるかということが非常
に重要だと思います。
　その中でも例えば具体的な例を挙げると、
高効率の発電システム、ボイラー、タービン
とか、工場のエネルギー利用効率の向上、余
熱、廃熱の利用システム、あと電力消費の少
ない照明器具、蛍光灯、最近ではLEDの 照
明とかですね。そのほか自然エネルギーの利
用、太陽光発電、風力。これはもう中国でも
かなり進んでいるわけですけれども、より効
率の高い発電装置など、日本のメーカーは供
与できるものがまだたくさんあると思いま
す。
　あと、ESCO。これはビルとかショッピン
グセンターとか、そういったところでの省エ
ネ事業の請け負いです。一括して請け負って
エネルギー消費を減らしてコス トダウンし、
その利益を顧客と業者でお互いに分け合 うと
いうビジネスですが、中国ではチャンスが多
いと思います。 日本ではESCO事業という
のは過去10年、急激に拡大しましたけれど
も、中国でもこのESCO事業が拡大すると
見ています。
　そして最後に、 日中間に存在するエネルギ
ー問題について、将来へ向けた戦略的な動 き
も含めて展望してみたいと思います。
　 日中間には、ご存知のとお りガス田問題が
懸案事項 として存在しておりますが、問題に
なっているガス田のうち、白樺(春暁)につ
いては、共同開発することで一応の決着を見
ました。この共同開発が意味するところは、
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中国が日本の主張する 「中間線」を事実上承
認すると同時に、 日本が主張する 「大陸棚 ま
で」の権利については放棄するものでありま
す。問題の解決へ一歩前進したわけですが、
国際的には日本の主張する 「中間線」には難
しい面もあります。つまり、連続した海岸線
と分散した島喚の間に中間線を引くのは不公
平との見方も存在するのです。例えば、フラ
ンスージャージー島(英国)、リビアーマル
タ島(マ ルタ共和国)、豪州 一東チモール、
といった先例にならえば、国際的な判断が日
本にとって不利になる恐れもあ ります。です
から、日本の主張が100%認められるまで合
意しないといった考えは長期的に日本の利益
にならないケースもでてきます。妥協 しにく
い部分は先送 りし、今はできることで協力し
ていくことが重要でしょう。
　将来を見据えた場合、両国の戦略的な協力
は極めて重要なものになって くるからです。
例えば、ASEANとの原油共同備蓄などを推
進 していく場合、 日中間の協力を拡大、強化
していくことで、緊急融通制度の実現やリス
ク回避行動がとり易 くなりますし、アジア域
内資源の開発強化についても両国が脱欧米メ
ジャーの動きで連携することが大 きな意味を
もつかもしれません。また、消費国連合とし
て調達に関して共同歩調をとり、IEA(国際
エネルギー機関)とADB(ア ジア開発銀行)
をヒントにしたAEA(ア ジア ・エネルギー
機関)の創設といったことにも両国のリーダ
ーシップが必要になります。さらに中東産油
国の投資をアジア域内に呼び込む原動力にも
両国の連携は不可欠であると考えます。
　このように、エネルギーや環境を巡っては、
中国と日本の問に様々な接点があ り、ビジネ
ス的にももっと注目されてよいと思ってお り
ます。
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